
１．協働によるまちづくりの推進

H17 H18 H19 H20 H21 H22

実施 総務課 1
実施年度の変更
Ｈ１８年度→Ｈ２０年度

推進 関係課 2

実施 関係課 3

推進 関係課 4

実施 総務課 5

実施 総務課 6

推進 総務課 7

２．情報化の推進と行政サービスの向上

H17 H18 H19 H20 H21 H22

実施 総務課 8
実施年度の変更
Ｈ１７年度→Ｈ１９年度

実施 総務課 9

実施 総務課 10

名称を「情報化推進計画」から
「電子自治体推進計画」とし、実
施年度をＨ１８からＨ２０年度と
する。

実施 総務課 11
実施年度をＨ１９からＨ
２２年度とする。

(1) 電子自治体の推進

総合的な電子化の推進

町内の高速通信網整備の促進

総合行政システム更新事業（リプレース）の実施

　　　　　　　　　　　第三次南関町行政改革大綱　実施プログラム（Ｈ２０年度見直し）

住民参加システムの導入

(1) 地域住民との協働の
　　推進

改　革　の　項　目 実施予定年度　＊数字は数値目標
担当部署

パブリックコメント制度の
導入

中項目

住民活動の促進

○全体的な見直し～実施予定年度の表示形式をより分かりやすくするため、「検討」「準備」（実施のための調査・研究・法整備等）、「推進」、「実施」
（具体化等）等に分類した。

小項目

№
改　革　の　項　目

中項目

(2) 情報公開の推進

情報公開の充実

広報誌、ホームページの充実

防災行政無線の加入促進

小項目 細項目

実施予定年度　＊数字は数値目標

№
細項目

住民団体等の基盤づくり支
援

住民主体による行事等の実
施の推進

ワークショップ方式等による町
民参加の推進

担当部署

電子決裁の導入

電子自治体推進計画

変更内容

変更内容

1



　　　　　　　　　　　第三次南関町行政改革大綱　実施プログラム（Ｈ２０年度見直し）

H17 H18 H19 H20 H21 H22

実施 総務課 12
新たな文書管理システムの導入に
名称変更し、導入年度をＨ１９か
らＨ２２年度とする。

検討 関係課 13

推進 総務課 14

準備 実施 関係課 15
Ｈ１８からの実施を、Ｈ１８
試行、Ｈ１９から本格実施に
見直す。

検討 関係課 16
Ｈ１８年度実施としていた
が、様子を見ることとしてい
る。

実施 総務課 17

検討 総務課 18
Ｈ１７年度実施となっている
が、未設置となっている。

実施 総務課 19

実施 関係課 20

(1) 電子自治体の推進 総合的な電子化の推進

改　革　の　項　目

中項目 小項目

文書管理システムの更新
（リプレース）

変更内容
細項目

分かりやすい案内板の設置

庁舎・施設環境の改善

接遇の改善

(2) 住民サービスの向上

窓口時間の延長

休日における窓口対応の検
討

窓口サービスの見直し

ＩＴ化（インターネット手続き）の充実

受付窓口の設置

ＧＩＳ（地理情報システ
ム）導入の検討

セキュリティー強化対策の
推進

実施予定年度　＊数字は数値目標
担当部署 №
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　　　　　　　　　　　第三次南関町行政改革大綱　実施プログラム（Ｈ２０年度見直し）

３．組織・機構の整備

H17 H18 H19 H20 H21 H22

実施 総務課 21

実施 総務課 22

廃止
総務課
会計課

23

自治法改正により平成１９年４月１日
から助役に代えて副町長を置き、収入
役を廃止し会計管理者を置いた。

実施 関係課 24

実施 総務課 25
実施年度の変更
Ｈ１８年度→Ｈ２０年度

推進 △10% 関係課 26

実施 △10% 関係課 27

実施 総務課 28

実施 総務課 29
実施年度の変更
Ｈ１８年度→Ｈ２１年度

推進 総務課 30

検討 総務課 31

(2) 審議会・委員会等の
　　整理・統合

審議会・委員会等の整理・統合の推進

審議会・委員会等の定数の見直し

委員等の選任方法の見直し

委員等選任委員会の設置

委員等の選任方法の見直し

小項目 細項目

(1) 組織・機構の改革 助役の収入役職務兼務　※

決裁権限の見直し（財務決裁：総務課長20万円、課長10

課の統合

中項目

特別職の非常勤職員の廃止
等の検討

課・係の統廃合

実施予定年度　＊数字は数値目標
担当部署

改　革　の　項　目

係の再編又は係制度の見直し

変更内容№

(3) 行政区等の再編・統
　　合

区長制度の見直し

小規模行政区域の統合の推進

3



　　　　　　　　　　　第三次南関町行政改革大綱　実施プログラム（Ｈ２０年度見直し）

４．行財政システムの簡素化・効率化

H17 H18 H19 H20 H21 H22

準備 実施 総務課 32
Ｈ１８年度実施としていた
が、Ｈ２１年度実施に変更。

実施 住民課 33

推進 関係課 34

実施 総務課 35

実施 総務課 36

実施 関係課 37

推進 関係課 38

実施 関係課 39

推進 関係課 40

実施 総務課 41

実施 関係課 42

推進 関係課 43

検討 総務課 44
Ｈ１８年度実施を検討に
変更

実施 総務課 45

実施
総務課
関係課

46

イベントの統廃合の推進
※

中項目

事務処理のマニュアル化推
進　※

(1) 事務事業の見直し

事務事業評価システムの導
入　※

電算処理業務の改善

消耗品予算管理の一元化
※

臨時職員等の保険手続きの
合理化　※

各種行事等の整理合理化

申請手続等の簡素化　※

会議の効率化　※

広報なんかんの利用拡充
※

両面印刷の推進（資源活
用、文書減量）※

区外住民への文書等発送の
効率化　※

タイムカードの廃止　※

例規のデータベース化　※

会議文書等のペーパレス化
の推進

事務の簡素化・効率化

公文書のＡ版化　※

実施予定年度　＊数字は数値目標
担当部署 №

事務事業の見直し

細項目

改　革　の　項　目

小項目

資源回収事業の見直し

変更内容
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　　　　　　　　　　　第三次南関町行政改革大綱　実施プログラム（Ｈ２０年度見直し）

H17 H18 H19 H20 H21 H22

検討 総務課 47

検討 関係課 48
Ｈ１９年度導入を検討に
変更

検討 総務課 49

推進 総務課 50

推進 総務課 51

検討 総務課 52

推進
総務課
関係課

53

改　革　の　項　目 実施予定年度　＊数字は数値目標
担当部署 № 変更内容

中項目 小項目 細項目

設計プロポーザル（提案）方式の運用促進

くじによる選定方式の運用
促進

入札方式の改善(3) 公共工事の改善

低入札価格調査制度導入の検討

電子入札制度導入の推進

一般競争入札の運用促進

(2) 民間委託等の推進

事務の民間委託の導入　※

民間委託の事務の調査・検討
行政事務の民間委託の推
進
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　　　　　　　　　　　第三次南関町行政改革大綱　実施プログラム（Ｈ２０年度見直し）

５．職員の配置、定員及び給与の適正化

H17 H18 H19 H20 H21 H22

実施 総務課 54
実施年度の変更
Ｈ１８年度→Ｈ１９年度

実施 総務課 55

推進 総務課 56

推進 総務課 57

推進 総務課 58

推進 総務課 59

実施 △8% 総務課 60

検討 総務課 61

推進 総務課 62

検討 総務課 63
年度の変更
Ｈ１９年度→Ｈ２０年度

実施 総務課 64

実施 総務課 65

実施 総務課 66

実施 総務課 67

実施 △10% 総務課 68

特殊勤務手当の見直し　※

時間外勤務手当の縮減　※

(2) 職員数の適正化

管理職手当の支給率改定　※

(3) 職員の給料及び手
　　当の適正化

給与制度の見直し

再任用制度・任期付職員制度導入の検討　※

希望調査制度の導入

人事評価による給与制度の見

定員管理計画の策定　※

勤勉手当の見直し　※

勧奨退職制度利用の促進　※

定年退職時特別昇給の廃止

人事異動の見直し 内示制度の創設

長期在職者の異動の推進

中項目 小項目 細項目
№担当部署

実施予定年度　＊数字は数値目標改　革　の　項　目

(1) 職員配置の適正化

臨時職員等の配置基準内容の明確化による配置の推進

女性職員の職域拡大（役職登用等）

技術職員と一般事務職員の計画的な採用

変更内容
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　　　　　　　　　　　第三次南関町行政改革大綱　実施プログラム（Ｈ２０年度見直し）

６．職員の意識改革と能力開発の推進

H17 H18 H19 H20 H21 H22

推進 総務課 69
実施年度の変更
Ｈ１７年度→Ｈ２１年度

実施 総務課 70
実施年度の変更
Ｈ１８年度→Ｈ１９年度

実施 総務課 71

実施 総務課 72

検討 総務課 73
実施年度の変更
制度導入後

実施 総務課 74
実施年度の変更
Ｈ１８年度→Ｈ２１年度
（税務職員を県に派遣）

実施 総務課 75

検討 総務課 76

検討 総務課 77

県との人事交流

職員提案制度の導入

職員研修の充実

新たな人材育成基本方針の策

新たな人事評価制度の導入

№

管理職試験導入の検討

(2) 人事評価制度の充実

中項目

経験年数別職員研修の実施

勤務評定基準に関する研修

小項目 細項目

改　革　の　項　目 実施予定年度　＊数字は数値目標
担当部署

(1) 職員の意識改革・
　　能力開発

職員の意識改革

職員の能力開発

民間への研修参加の促進

人事評価制度の見直し

変更内容
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　　　　　　　　　　　第三次南関町行政改革大綱　実施プログラム（Ｈ２０年度見直し）

７．健全な財政運営の推進

H17 H18 H19 H20 H21 H22

検討 住民課 78

推進 0.5% 住民課 79

推進 関係課 80

実施 教育課 81

実施 住民課 82

実施 住民課 83

実施 総務課 84

推進 関係課 85

検討 総務課 86

推進 経済課 87

 

実施 関係課 88

実施 △5% 総務課 89

実施 総務課 90投資的経費の見直し

新たな財源創設プロジェク
トの推進

退職者再任用制度等の導入
の検討

徴収強化策の推進　※

情報通信格差是正事業分担
金改定　※

公債費の抑制
　①起債残高の抑制

(2) 歳出の抑制策

義務的経費の抑制及び削減

人件費の削減　※
　①特別職、各種委員等の
報酬等の削減

担当部署 №
実施予定年度　＊数字は数値目標

小項目 細項目

改　革　の　項　目

体育施設使用料の改定　※

その他の受益者負担額の改
定　※

普通建設事業の重点的な配分

中項目

(1) 自主財源の確保と
　　強化策

町税等の確保

公有財産（普通財産）の有
効利用

企業誘致の推進

ごみ処理手数料の改定　※

火葬場使用料の改定　※

未利用財産の有効利用と処
分の検討

受益者負担の適正化

変更内容
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　　　　　　　　　　　第三次南関町行政改革大綱　実施プログラム（Ｈ２０年度見直し）

H17 H18 H19 H20 H21 H22

実施 △10% 総務課 91

実施 関係課 92

実施 関係課 93

実施 関係課 94

実施 関係課 95

実施 △10% 関係課 96

実施 総務課 97
Ｈ１９年度実施をＨ２２年度
公表に変更

実施 総務課 98
Ｈ１９年度実施をＨ２２年度
公表に変更

実施 総務課 99

担当部署 № 変更内容
中項目 小項目 細項目

実施予定年度　＊数字は数値目標

補助費等の削減
　①負担金の見直し

財務関係諸表の公表

行政コスト計算書の作成

バランスシートの作成

その他の経費の削減

財務関係諸表の作成

　②委託料の縮減　※

　③需用費の削減

　②補助金の整理統合　※

　④借地料の見直し

(2) 歳出の抑制策

改　革　の　項　目

物件費の縮減
　①旅費規程の見直し　※
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　　　　　　　　　　　第三次南関町行政改革大綱　実施プログラム（Ｈ２０年度見直し）

H17 H18 H19 H20 H21 H22

実施 関係課 100
実施年度の変更
Ｈ１８年度→Ｈ１９年度

推進 建設課 101

８．公共施設の設置及び管理運営

H17 H18 H19 H20 H21 H22

実施 福祉課 102

検討 福祉課 103

検討 福祉課 104

実施 福祉課 105

検討 関係課 106

９．広域行政の連携強化

H17 H18 H19 H20 H21 H22

推進 関係課 107

推進 関係課 108

検討 総務課 109

内容変更

受益者負担の見直し　※

公共下水道事業等の加入促進の強化　※

担当部署 №

内容変更

内容変更№担当部署

民間活力導入の検討　※

その他の公共施設の管理
運営の見直し

養護老人ホームの入所定員
の見直し及び改築の検討

延寿荘の管理運営の見直し

(1) 広域行政の連携強
　　化

改　革　の　項　目

共同事業の推進

公共施設の共同利用の推進

(1) 効果的・効率的な
　　設置及び管理運営

市町村合併の調査・検討

実施予定年度　＊数字は数値目標改　革　の　項　目

中項目 小項目 細項目

実施予定年度　＊数字は数値目標

保育園の民営化（２園）　※

総合文化福祉センターの指定管
理者制度導入※

指定管理者制度等導入の検討

保育園の民営化の推進

中項目 小項目 細項目

(3) 特別会計の健全化

※印は、集中改革プランの実施項目

№
中項目 小項目 細項目

改　革　の　項　目 実施予定年度　＊数字は数値目標
担当部署
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